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１．はじめに

近年，アジア地域での知的財産権の重要性が高まっ

ており，筆者も，中国・韓国・台湾における特許無効

審判を担当する機会を得た。

その際，少なくとも上記 3ヶ国に関して，書籍等で

得られる各国制度の情報は“出願段階”及び“権利行
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5．おわりに

使”に偏っているようであり，“権利化後”の“クレ

ーム訂正”や“無効審判”等については情報が少なく，

制度を正確に理解することが難しいと感じた。

以上のことから，我国との相違点を中心としながら

中国・韓国・台湾の特許付与後のクレーム訂正を中心

とした事項について筆者なりに理解したものを今回論

文の形式としてまとめた。

２．中華人民共和国

1）法改正等について

中華人民共和国（以下，「中国」）において，特許法

（中国においては，「専利法」として，発明，考案，意

匠を包括的に規定している。尚，台湾も同様である）

は，1985 年に施行され，その後，1993 年の法改正を

経て，2001 年法が現行法となる。また，審査指南

（我国の審査基準に相当）は 2006 年に改正され，審査

指南全般にわたる記述の見直しがなされている。

尚，2008 年以降に第 3 次特許法改正が予定されて

いるようである。

2）クレーム訂正

（1）訂正の機会

まず，中国では訂正審判制度は存在しない。この点
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は，我国と大きく異なる点であるから注意が必要であ

る。また，特許異議申立制度については，2001 年法

改正により廃止された。一方で，無効審判制度は存在

し，無効審判中の訂正請求は認められている。

従って，中国における“権利化後”のクレーム訂正

は，無効審判中においてのみ可能ということになる。

尚，中国では，我国とは異なり，「補正」と「訂正」

を区別せずに単に「補正」として取り扱っているが，

本稿では権利化後のクレーム「補正」は，我国の規定

にあわせて「訂正」として記載する。

ここで，特許権者が自発的にクレームの訂正を行う

方法としては，特許権者が自己の特許権につき自ら無

効審判を請求することで対応が可能なようではある1）。

しかしながら，自ら請求した無効審判において無効審

決を受ける可能性も存在するであろうことから，現実

に積極的に無効審判を請求するか否かについては，予

め十分検討することが必要であると考える。尚，無効

審判の請求人が特許権者である場合，特許権の全部

（注：“全ての請求項”の意味と思われる）について無

効審判を請求していると特許復審委員会（我国の特許

庁審判部に相当）はこれを受理しない（中国審査指南

第四部分第三章 3．2（2））ことから，特許権者は特

許権の一部（注：“一部の請求項”の意味と思われる）

について無効審判を請求し，訂正を行うことが必要で

ある 1）。

（2）無効審判における訂正について

中国では，無効審判の請求があった場合，特許権者

は答弁書提出時等にクレームの訂正を請求することが

できる。この訂正は，①請求項の削除，②請求項の併

合，③技術手段の削除のみに限られている。答弁書提

出期間経過後は審決があるまで，請求項の削除及び技

術手段の削除が認められている。以下，訂正要件につ

いてその概略を説明する。

i）訂正の客体的要件

中国で訂正可能な範囲は，特許請求の範囲のみであ

り，明細書及び図面の訂正については一切認められて

いない（中国特許法実施細則第 68 条）。我国では明細

書，図面の訂正も認められており，両者は相違する。

次に，訂正要件についてであるが，特許請求の範囲

を拡張等するものであってはならない点等は我国と共

通する。その一方で，仮に明細書中に記載されている

文言であっても，“元のクレームに含まれていない文

言”を追加する訂正は一切認められない点（中国審査

指南第四部分第四章 4．6．1）で我国とは大きく相違

する。

特許請求の範囲を訂正する具体的な方法は，中国審

査指南第四部分第三章 4．6．2 に規定されている 2）。

当該規定によると，一般的に認められる訂正は，①請

求項の削除，②請求項の併合，③技術手段の削除のみ

である。以下，それぞれについて説明する。

①　請求項の削除

請求項の削除とは，特許請求の範囲から一項或

いは複数項の権利請求を除外することであり，例

えば，独立請求項又は従属請求項の削除が該当す

る。我国と同様の規定である。

②　請求項の併合

請求項の併合とは，二項又は二項以上の同じ独

立請求項に従属する請求項を組み合わせて，請求

項の技術特徴を新たな請求項として作成すること

であり，この新たな請求項は併合される請求項の

“全て”の技術特徴を含む必要がある。つまり，

従属項の文言の“一部”を追加する訂正は認めら

れない点が我国とは大きく相違する。

③　技術手段の削除

技術手段の削除とは，同じ請求項における並列

する二つ以上の技術手段から一つ又は一つ以上の

技術手段を削除することである。これは，一つの

請求項内の“or”の関係にある構成要件の一部を

削除することを意味する。

以上のように，中国での訂正要件は非常に厳しい点

に留意されたい。

ii）訂正の時期的要件

訂正の時期的要件は，中国審査指南第四部分第三章

4．6．3 に規定されており，次の場合 3）に訂正が可能

である。

①　無効審判請求書に対する場合。

②　請求人により追加された無効審判請求理由又は

補充した証拠に対する場合。

③　特許復審委員会の導入した，請求人の言及して

いない無効審判理由又は証拠に対する場合。

上記 i）項目で述べた①請求項の削除，及び③技術

手段の削除については，特許復審委員会が審決をする

前に行うことができる。従って，上記①及び③の訂正

を行う場合に関しては，我国よりも訂正可能な時期が

長いことになる。
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（3）出願時のクレーム作成について

上記のように，中国における訂正要件は我国と異な

る点が多いため十分注意が必要である。特に，明細書

のみにしか記載がない文言のクレームへの追加や，従

属項の文言を一部抜き出し独立項に追加する訂正が一

切認められない点は我国との大きな違いであろう。こ

のことを考慮すると，出願時にクレームを作成する段

階では，従属項を階層的に準備することが望ましい。

階層的な従属項を予め作成しておくことは，上記のよ

うに請求項の削除が審決前まで認められていることか

ら，審判の状況を見ながら広すぎる請求項を適宜削除

するという柔軟な対応を可能とするであろう。

3）中国無効審判で留意すべき事項

ここでは，上記クレーム訂正以外の事項で，中国無

効審判を担当する際に注意すべきことをいくつか説明

する。尚，個人的な感想としては，中国・韓国・台湾

の無効審判の中で，我国との相違点を最も多く有する

のは中国であり，特に慎重に対応すべきであると考え

ている。

（1）答弁書の提出期限について

無効審判の被請求人は，特許権無効宣告請求を受領

した後，指定期間内に答弁しなければならない。指定

期間内に応答しない場合は送達文書中に記載された理

由，事実と証拠を知り得たうえで反対意見提出しなか

ったものとみなされる（中国審査指南第四部分第三章

4．4．1）。この「指定期間」は特許権者が外国人の場

合も，一律に 1月であり，翻訳，通信，打合せ等に要

する時間を考えれば，極めて短く対応に充分な期間と

は到底云えない 4）。添付の表 1にも記載したとおり，

我国のみならず，韓国及び台湾と比較しても非常に短

い期間である。この限られた時間内で，必要な場合に

は，訂正クレームの検討まで行う必要があることから，

無効審判の被請求人側を担当する際には，現地代理人

と密な連絡体制をとりながら，特に迅速に準備をすす

めることが必須である。

（2）証拠の提出について

無効審判の請求人は，無効審判請求日から 1月以内

に，無効審判の理由又は証拠を補足することが可能

（中国特許法実施細則 66 条）であり，我国においては

新たな無効理由及び証拠の追加が原則禁止されている

（日本国特許法第 131 条の 2）のと相違する。

また，中国以外の領域でなされた証拠については，

公共のルートで得られる特許書類や外国文献資料など

の一定の例外を除き，①その所在国の公証役場で証明

され，かつ②中華人民共和国の当該所在国における領

事館により認証される必要がある（中国審査指南第四

部分第八章 2．2．2）。独自に行った実験のデータを

提出する場合等が該当するものと思われ，このような

場合手続きに必要な時間を確保すべきことに留意され

たい。

（3）口頭審理の重要性について

筆者は，中国の無効審判の口頭審理の重要性につい

て，複数の現地代理人から説明を受けたことがあるが，

現地代理人は共通して，中国の無効審判では口頭審理

の印象が審決に大きな影響を与えると説明をし，中に

は“口頭審理の印象のみで審決がなされる”と説明す

る現地代理人もいたほどである。その真偽は定かでは

ないが，口頭審理については相当な準備が不可欠であ

ろう。尚，口頭審理の参加者は，中国での代理権を有

しない者，例えば日本の弁理士も参加できる点が特徴

的である。

4）審決に対する不服申し立て

中国では 2審制が採用されている。審決に対して不

服のあるものは，通知を受領した日から 3 月以内に，

北京市第一中級人民法院（人民法院は我国の裁判所に

相当）に提訴することができる（中国特許法第 46 条）。

さらに，北京市第一中級人民法院の判決に不服のある

ものは，通知を受領した日から 15 日（当事者が外国

人の場合 30 日）以内に，北京市高級人民法院に上告

することができる（中国行政訴訟法第 57 条）。

ここで留意すべきことは，その訴訟構造である。我

国では，当事者系審判の場合の審決に対する審決取消

訴訟は当事者対立構造をとるが，中国では，審決に不

服のあるものが原告となる一方で，審決を下した“特

許復審委員会”が被告となる。そして，無効審判の相

手側当事者については，人民法院が第三者として訴訟

に参加するよう通知する（中国特許法第 46 条）こと
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により，当該訴訟に参加することが可能となる。

尚，各訴訟段階の審理期間については，当事者が外

国人の場合，一般的に北京市第一中級人民法院が 1年

前後，北京市高級人民法院が 6月前後のようである。

３．大韓民国

1）法改正等について

大韓民国（以下，「韓国」）において，特許法は

1908 年に施行され，近年では 2001 年，2002 年の改正

を経て，2006 年法が現行法となっている。

尚，韓国の知的財産法は，基本的に日本の法制と非

常に類似している 5）。

2）クレーム訂正

（1）訂正の機会

韓国のクレーム訂正の制度は，李韓国弁理士による

と，その根幹を我国の特許法に置いており，基本的な

規定とその解釈は日本国特許法と特に相違しないよう

である 6）。

韓国におけるクレーム訂正は，訂正審判，及び無効

審判中の訂正請求により認められる。これは我国の取

り扱いと同様である。一方で，韓国では，訂正の無効

を求める訂正無効審判制度が存在する 7）。我国では，

訂正要件違反は無効審判で争われる点で両者は相違す

る。尚，異議申立制度については，2006 年 10 月 1 日

施行の改正特許法によって，異議申立制度の機能を無

効審判制度に含め，2007 年 7 月 1 日施行予定の改正

特許法によって，異議申立制度が廃止される。

（2）無効審判における訂正について

i）訂正の客体的要件

韓国で訂正可能な範囲は，明細書（クレームを含む）

及び図面について認められている（韓国特許法第 133

条の 2第 1項）。我国と同様の取り扱いである。

次に，訂正要件についてであるが，特許請求の範囲

を拡張等するものであってはならない点等，基本的な

要件は我国と共通し，さらに，訂正は①クレームの減

縮，②誤記の訂正，③不明瞭な記載の釈明に限定され

ている点（韓国特許法第 47 条第 3 項）においても，

我国と共通する。

上記のように，我国と同様の規定であると理解して

よいと考えるが，請求の範囲の実質的拡張または変更

の判断については注意が必要である。即ち，韓国のク

レーム訂正の実務においては，いわゆる構成要件の

“内的付加”と“外的付加”とを明確に区別している。

そして，“内的付加”については特許庁や特許審判院，

裁判所ともに適法な訂正としており，それぞれの判断

は一致しているようであるが，“外的付加”について

は，特許庁及び特許審判院（及び一部の特許法院）と，

大法院との判断が異なるようである 8），9）。ここで詳細

な説明は行わないが，実務においてクレーム訂正を行

う際には，紛争を無用に長引かせることを回避するた

めにも“内的付加”となるような訂正を行うことが望

ましいと考える。

ii）訂正の客体的要件

訂正が認められる時期としては，答弁書を提出する

際，及び職権審理に対する意見書を提出する際にも認

められている（韓国特許法第 133 条の 2第 1項）。尚，

我国において平成 15 年法改正により新設された，新

たな答弁書の提出時の訂正の請求（日本国特許法第

134 条の 2）等の制度は，韓国では存在しない。

iii）出願時のクレーム作成について

出願時の実務については，基本的には我国の取り扱

いと同様の取り扱いでよいと考える。前述の李韓国弁

理士によると，訂正に備える韓国出願時の実務におい

ては①発明の全ての特徴は請求項に記載する，②請求

項の引用形式を適切に活用する，③内的付加を予め念

頭に置くことが重要であるとされている 6）。

3）韓国無効審判で留意すべき事項

ここでは，上記クレーム訂正以外の事項で，韓国無

効審判に関連する事項で注意すべきことをいくつか説

明する。

（1）審決取消訴訟の審理範囲について

韓国においては無効審判に関する審決取消訴訟にお

ける審理範囲に制限をおかない実務（いわゆる無制限

説を採用）となっており，我国の審決取消訴訟におい

て，審判段階で提出されていない新たな先行技術文献

を提出することは認められていない（最大判昭 51・

3・10 民集 30・2・79〔メリヤス編機事件〕）取り扱い

とは異なる。韓国においては，審決取消訴訟の段階に

なって証拠を追加することが可能である点には十分注

意が必要である。参考までに述べると，上記無効審判

の場合と異なり，韓国の“拒絶査定不服審判”に関す

る審決取消訴訟においては，被告側である特許庁長官

が新たな証拠を追加することは禁止されている 10），11）。

この無制限説が採用されていることと関連して，以

下の点にも注意が必要である。即ち，無効審判の審決

取消訴訟が特許法院（我国の知的財産高等裁判所に相
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当）に係属中に，訂正を許容する審決が確定された場

合，特許法院が無効審判の審決を取り消さずに“訂正

後のクレーム”を審理対象として特許の有効性を判断

できるかについてである。この点につき，韓国におい

て明確な規定はなく，大法院（我国の最高裁判所に相

当）判決も存在しない状況である。参考までに，例え

ば特許法院 2000 年 11 月 16 日判決（99 ホ 7971）等に

おいては，無効審決後にクレームの訂正が確定した場

合，“訂正後のクレーム”を審理対象としてよいとさ

れてはいる 12）が，上記のようにその取り扱いは確定

的でなく 10），十分な注意が必要であろう。

尚，韓国においては，無制限説が採用されているこ

とから，平成 15 年改正前の我国とは異なり，審決取

消訴訟後の訂正審判に起因するいわゆる“キャッチボ

ール現象”は生じない。従って，上記のように平成

15 年法改正で新設された日本国特許法 134 条の 2 等

に相当する規定は，韓国には存在しない。

（2）訂正審判の請求時期について

韓国特許法第 136 条によると，訂正審判は無効審判

が係属しているときを除きいつでも請求可能であり，

無効審判について審決がなされた後は，原則として訂

正審判が請求できることとなる。審決が確定するまで

原則として訂正審判の請求を認めない（日本国特許法

第 126 条 2 項）我国の取り扱いとは異なることに留意

されたい。

（3）請求人適格について

韓国における無効審判請求は，「利害関係人又は審

査官」が行うことができる（韓国特許法第 133 条）と規

定されている。公益的見地から，公益の代表として審

査官が無効審判を請求して，違法に付与された権利を

無効にすることができるようにした制度である 11），13）。

我国は，原則として何人も請求することができるが，

審査官が無効審判を請求することはない 13）。韓国の公

益性を重視した規定ぶりは，後述する台湾の取り扱い

と類似している。尚，2007 年 7 月 1 日施行予定の改

正特許法では，登録公告後 3月以内は，誰でも無効審

判を請求することが可能となる。

4）審決に対する不服申し立て

韓国における無効審判の審決に対する不服申し立て

の制度も，我国のそれと非常に類似している。審決に

対して不服のあるものは，審決の謄本送達日から 30

日以内に，特許法院（我国の知的財産高等裁判所に相

当）に提訴することができる（韓国特許法第 186 条）。

さらに，特許法院の判決に不服のあるものは，判決文

謄本送達日から 14 日以内に，大法院（我国の最高裁

判所に相当）に上告することができる。また，その訴

訟構造は我国と同様に当事者対立構造をとる。

尚，各訴訟段階の審理期間については，一般的には，

特許法院が 1年前後，大法院が 1年半～ 2年前後のよ

うである。

４．中華民国

1）法改正等について

中華民国（以下，「台湾」）において，特許法（台湾

においては，「専利法」として，発明，考案，意匠を

包括的に規定している）は，1949 年に施行され，近

年では 2001 年 10 月 26 日施行，及び 2002 年 10 月 26

日施行の法改正等を経て，2004 年 7 月 1 日施行の改

正法が現行法となっている。特許法施行規則は，2004

年 7 月 1 日施行されたものが現行のものとなってい

る。

2）クレーム訂正

（1）訂正の機会

台湾では，“権利化後”も申請により明細書等の訂

正が認められている（台湾特許法第 64 条）。また，特

許無効審判中の訂正請求も認められている。尚，異議

申立制度については，2004 年法改正により廃止され

た。台湾では，上記の中国と同様に，「補正」と「訂

正」とを区別しておらず単に「補正」として取り扱っ

ているが，本稿では権利化後のクレーム「補正」は，

我国の規定にあわせて「訂正」として記載する。

申請による明細書等の訂正は，通常，公告登録後半

年以内に訂正を請求するのが最も好ましいとされる 。

明細書等の訂正を申請するときは，① 明細書を訂正

した紙面であって，訂正部分に下線を付したもの②

訂正に伴う下線を付していない明細書又は図面の差替

頁，等を添付して，申請書を提出することが必要であ
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る（台湾特許施行規則 45）。

（2）無効審判における訂正について

台湾では，無効審判の請求があった場合，答弁書提

出時にも訂正請求が可能である。この訂正は，①クレ

ームの減縮，②明細書の中の誤記の訂正，③明瞭でな

い記載の釈明に限られている。尚，無効審判が請求さ

れる前に，特許権者が既に訂正を申請している場合，そ

の訂正の処分を待ってから無効審判の審理を行う 15）。

以下では，訂正の要件についてその概略を説明する。

i）訂正の客体的要件

訂正可能な範囲は，明細書（クレームを含む）及び

図面について認められている（台湾特許法第 64 条）。

我国と同様の取り扱いである。

次に，訂正要件についてであるが，特許請求の範囲

を拡張等するものであってはならない点等，基本的な

要件は我国と共通し，さらに，訂正は①クレームの減

縮，②明細書の中の誤記の訂正，③明瞭でない記載の

釈明に限定されている点（台湾特許法第 64 条）にお

いても，我国と共通する。

ここで，上記②明細書の中の誤記の訂正，③明瞭で

ない記載の釈明の実務上の取り扱いは我国と同様と考

えられる。その一方で，上記①クレームの減縮につい

ては，我国とは相違するので注意が必要である。大き

く異なる点は，元の請求項に記載されていなかった構

成要件を新たに請求項に追加することが台湾では認め

られないことである。よって，仮に明細書に記載され

ていている構成要件であっても，当該構成要件を請求

項に追加することは認められない点には留意すべきで

ある。

しかしながら，従属項に含まれる構成要件の”一部

のみ”を，独立項に追加することは認められている。

この点は我国（及び韓国）と同様の取り扱いである

（中国は，上述のように従属項の文言を一部抜き出し

独立項に加えるという訂正が一切認められておらず，

台湾の取り扱いと異なる）。

尚，台湾においてはクレームの項目数の増加も禁止

されている点にも注意が必要であろう 16）。

ii）訂正の時期的要件

訂正が認められる時期としては，答弁書を提出する

と同時に行う場合及び，無効審判中に申請に基づき又

は職権で特許庁が訂正をすることを要求した場合（台

湾特許法第 71 条）に訂正することが認められている。

尚，実務においては，無効審判中に審査官が無効で

あると認定した請求項については，特許権者に当該請

求項を削除するよう通知がなされているようである。

（3）出願時のクレーム作成について

上記のように，台湾における訂正要件は我国よりも

厳しいものと思われる。特に，明細書のみにしか記載

がない文言をクレームに加えるという訂正が認められ

ない点には注意が必要であろう。従って，出願時のク

レーム作成の段階で，従属項の中に実施形態にあわせ

た構成要件も盛り込んでおき，柔軟なクレーム訂正を

可能としておくことが望ましいと考える。

3）台湾無効審判で留意すべき事項

ここでは，上記クレーム訂正以外の事項で，台湾無

効審判を担当する際に注意すべきことをいくつか説明

する。

（1）証拠の追加について

台湾特許法第 67 条によれば，審判請求人が理由及

び証拠を補足しようとするときは，その補足は，無効

審判請求を開始した日から 1月以内にしなければなら

ないと規定されている。我国とは異なり，審判請求後

に，請求の理由及び証拠を追加できる点に注意が必要

である（尚，上述の中国と同様の規定となっている）。

さらに，同条には「ただし，無効審判請求の審査に

関する決定が下される前に補足された理由及び／又は

証拠は，前記の規定に関わらず，審査するものとする。」

と規定されていることから，審決がなされる前までは

理由等の追加が認められていることとなる。この点に

も十分注意が必要であろう。

（2）職権審理について

無効審判の審理段階中に，無効審判請求人が請求を

取り下げても，審査官がその無効審判請求の証拠から，

当該特許権は特許法の規定に違反する可能性があると

認定した場合，職権により特許権を無効にする審理を

おこなうことができる 15）。審査官による職権審理が我

国よりも広い範囲で認められているようである。

（3）訴願との関係について

次項で述べるように，審決に対する不服申し立ての

機会である訴願（我国の審決取消訴訟に相当）は，

「法律審」として取り扱われているようである。我国

では審決取消訴訟が「事実審」とされており，両者は

相違する。従って，特に無効審判請求人側を担当する

場合には，無効審判段階で十分な証拠に基づいて主張

を行うことが必須であろう。
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4）審決に対する不服申し立て

台湾における無効審判における審決に対して不服の

あるものは，当該処分を受け取った後の 30 日以内に

経済部（我国の経済産業省に相当）に訴願を申立てる

ことができる（台湾訴願法 14 条）。尚，訴願は原則的

には「法律審」とすることが妥当のようである。

経済部の訴願決定に承服できないときは，当該決定

を受け取った後の 2月以内に高等行政裁判所に行政訴

訟を提起することができる（台湾行政訴訟法 106 条）。

更に，高等行政裁判所の判決に不服の場合は，当該判

決を受け取った後の 20 日以内に最高行政裁判所宛に

上告することができる（行政訴訟法 241 条）。尚，上

記の高等行政裁判所に相当する知的財産法院の開設

（2007 年 3 月頃）に向け準備が進められているようで

ある。

ここで，その訴訟構造に注意されたい。台湾では，

審決に不服のあるものが原告となる一方で，審決を下

した“台湾特許庁”が被告となる構造をとる（この構

造は，上記の中国の場合と同様である）。そして，無

効審判の相手側当事者については，訴願官庁にてもし

原処分を取消しするときは，利害関係人にその旨通知

して訴願に参加させ，以って意見を表示させる（訴願

法第 28 条 2 項）。我国と異なり複雑な訴訟形態となっ

ている点に留意が必要であろう。

５．おわりに

本稿では，根拠となる条文及び参考文献等を明示す

るようにし，正確な情報となるよう配慮したつもりで

はあるが，近年各国とも法改正等が盛んに行われてい

ることもあり，最新かつ正確な情報については現地代

理人に問い合わせていただくとして，本稿を各国の概

略を把握するための参考資料としてお役立ていただけ

れば幸いである。

本稿をまとめるにあたり，岩井秀生弁理士をはじめ
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